
令和６年岬町要綱第３３号

岬町がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付要綱

制 定 令和元年７月１日

最終改定 令和６年４月３０日

（趣旨）

第１条 この要綱は、岬町補助金等交付規則（平成５年３月３１日規則

第１０号）に定めるもののほか、がけ地の崩壊等により住民の生命に

危険を及ぼすおそれのある区域に存する住宅（以下「危険住宅」とい

う。）の移転を促進するため、社会資本整備総合交付金交付要綱（平

成２２年３月２６日付け国官会第２３１７号国土交通事務次官通知）

及び大阪府がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付要綱（昭和６

３年１０月１９日施行）に基づき、危険住宅の移転を行う者に対して

交付する岬町がけ地近接等危険住宅移転事業補助金（以下「補助金」

という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。

（補助対象住宅）

第２条 補助金の交付対象となる危険住宅は、町内に存する土砂災害

警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１

２年法律第５７号）第９条に基づき土砂災害特別警戒区域として大

阪府が指定した区域（以下「土砂災害特別警戒区域」という。）内の

既存不適格住宅で、現に居住しているものとする。

（補助対象者）

第３条 この要綱により補助金の交付を受けることができる者は、次

の各号に掲げる要件の全てを満たす者とする。

⑴ 前条に規定する補助対象住宅の所有者であること。

⑵ 本町が賦課する税及び税外収入金を滞納していないこと。

⑶ 危険住宅の除去後は岬町内の特別警戒区域外に移転すること。

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは同条第６号に

規定する暴力団員と密接な関係である団体でないこと。

（補助対象事業）

第４条 補助の対象となる事業は、次の各号に掲げる事業とし社会資

本整備総合交付金交付要綱（平成２２年３月２６日国官会第２３１

７号国土交通事務次官通知）に基づき国の交付金の交付対象となる

事業のうち、急傾斜地崩壊対策等の災害防止に関する事業と同一箇

所で重複して施行されないものとする。

⑴ 危険住宅の除却のみを行う事業。

⑵ 危険住宅の除却を行い、岬町内において土砂災害特別警戒区域

以外の地域に当該住宅に代わる住宅（以下「新規住宅」という。）



を建設又は購入及び改修する事業で、当該購入に要する資金の一

部又は全部を金融機関から借り入れるもの。ただし、新規住宅の内、

建設した場合は、ア、イに該当すること。

ア.建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法

律第５３号）第２条第１項第３号に規定する建築物エネルギー消

費性能基準に適合すること。

イ.当該住宅における区域要件の建築制限の基準に適合すること。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる要件を満たすものに

ついては補助の対象としない。

⑴ 当該補助対象住宅と同一敷地内に存する他の住宅の除却につい

て、この要綱に基づく補助金の交付を受けている場合

⑵ 当該補助対象住宅の除却について、国その他の機関から補助金

等の交付を受けている場合

⑶ 新規住宅の購入及び改修または新規住宅の建設について、新規

住宅が岬町外に存ずる場合

（補助対象経費）

第５条 補助金の対象となる経費は、前条の事業に要する経費のうち、

次の各号に掲げるものとする。ただし、移転先が安全な土地・住宅の

場合に限る。

⑴ 危険住宅の除却に要する経費（跡地整備に要する経費を含む。）

⑵ 前条に掲げる事業に伴う動産移転経費

⑶ 危険住宅の除却後に新規住宅を建設する場合にあっては、当該

建設が完了するまでの間に居住する住宅を賃借するための経費

（敷金を除き、入居の日から３月を経過する日までの家賃に限る。）

⑷ 新規住宅の購入及び改修又は新規住宅の建設のために金融機関

から借り入れた資金に係る利子分

（補助金の額）

第６条 補助金の額は、毎年度予算に定める範囲内で町長が定める額

とし、次の各号に定める額の合計額（１,０００円未満の端数が生じ

たときは、これを切り捨てた額）を上限とする。

⑴ 前条第１号に掲げる経費の額は事業年度における「住宅局標準

建設費等通知に定める除去工事費」を上限とする。

⑵ 前条第２号から第３号までに掲げる経費の合計額又は９７５ ,

０００円のいずれか少ない額

⑶ 前条第４号に掲げる経費のうち、新規住宅の土地の購入に係る

利子総額（年利率 ８.５ %を限度とする。）又は９６０,０００円の

いずれか少ない額

⑷ 前条第４号に掲げる経費のうち、新規住宅の建物の購入及び改

修若しくは新規住宅の建設に係る利子総額（年利率８.５ %を限度

とする。）又は３,２５０,０００円のいずれか少ない額



（事前協議）

第７条 この要綱により補助金の交付を受けようとする者（以下「補助

事業者」という。）は、補助対象事業が複数年度にわたる場合は、初

年度の補助金交付申請前に、補助対象事業に係る事業費の総額及び

事業完了予定時期等について、事前に協議を行わなければならない。

（補助金の交付の申請）

第８条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、当該補

助対象事業に着手する前に、岬町がけ地近接等危険住宅移転事業補

助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる事業の区分に応じ、

当該各号に定める書類を添付して町長に申請しなければならない。

⑴ 第４条第１項第１号に掲げる事業 次に掲げる書類

ア 危険住宅及びその敷地の登記事項証明書（未相続地にあって

は、相続関係を明らかにした書類を含む。）

イ 危険住宅の位置図、平面図及び現況の外観写真

ウ 資金計画書（様式第２号）

エ 第５条第１号及び第２号に掲げる経費の見積書の写し

オ 同意書（様式第３号）

カ 危険住宅の移転を行う者の居住証明ができるもの

キ その他町長が必要があると認める書類

⑵ 第４条第１項第２号に掲げる事業 次に掲げる書類

ア 前号アからカまでに掲げる書類

イ 新規住宅を建設する場合にあっては、第５条第３号に掲げる

経費の見積書の写し

ウ 新規住宅の購入（これに必要な土地の取得を含む。以下同じ）

及び改修又は新規住宅の建設に要する経費の見積書の写し

エ 新規住宅の購入及び改修又は新規住宅の建設のために金融機

関から借り入れた資金に係る借入明細書の写し

オ 新規住宅の位置図及び平面図

カ 新規住宅を建設する場合にあっては、新規住宅を建設する前

の敷地及び周囲の状況が分かる写真

キ その他町長が必要があると認める書類

（補助金の交付の決定）

第９条 町長は、補助金の交付の申請を受けたときは、当該申請に係る

書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その交付の可

否を決定し、岬町がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付決定通

知書（様式第４号。以下「交付決定通知書」という。）又は岬町がけ

地近接等危険住宅移転事業補助金不交付決定通知書（様式第５号）に

より補助事業者に通知するものとする。

２ 町長は、前項の場合において適正な補助金の交付を行うため必要

があると認めるときは、補助金の交付の申請に係る事項に修正を加



えて補助金の交付の決定をすることができる。

（補助金の交付の条件）

第１０条 町長は、補助金の交付の決定をする場合において、次に掲げ

る条件を付するものとする。

⑴ 補助金をその目的以外に使用してはならないこと。

⑵ 補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容の変更をする

場合においては、町長の承認を受けること。

⑶ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合においては、町長

の承認を受けること。

⑷ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行

が困難となった場合においては、速やかに町長に報告してその指

示を受けること。

⑸ 危険住宅の解体に伴い必要な手続や発生した廃材の処理等は、

関係法令を遵守し、適正に行うこと。

⑹ この要綱及び関係法令を遵守すること。

⑺ その他町長が必要があると認める条件

（申請の取下げ）

第１１条 補助事業者は、交付決定通知書の内容又はこれに付された

条件に不服があるときは、交付決定通知書を受け取った日から１４

日以内に岬町がけ地近接等危険住宅移転事業補助金交付取下げ書

（様式第６号）を町長に提出することができる。

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る

補助金の交付の決定は、行われなかったものとみなす。

（変更等の承認）

第１２条 補助事業者は、交付決定通知書を受けた場合において、当該

通知に係る補助事業の内容を変更し、又は補助事業を中止し、若しく

は廃止するときは、岬町がけ地近接等危険住宅移転事業補助金変更

申請書（様式第７号）を町長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。

２ 町長は、前項に規定する変更申請を受けた場合は、その内容を審査

し、これを適当であると認めるときは、岬町がけ地近接等危険住宅移

転事業補助金交付決定変更通知書（様式第８号）又は岬町がけ地近接

等危険住宅移転事業補助金交付決定取消通知書（様式第９号。以下

「交付決定取消通知書」という。）により、補助事業者に通知するも

のとする。

（着手届）

第１３条 補助事業者は、補助事業の着手７日前までに、岬町がけ地近

接等危険住宅移転事業着手届（様式第１０号）を町長に届け出なけれ

ばならない。

（実績報告）



第１４条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の

承認を受けたときを含む。)は、指定された期日までに岬町がけ地近

接等危険住宅移転事業補助金実績報告書（様式第１１号。以下「実績

報告書」という。）を町長に提出しなければならない。

２ 前項の実績報告書には、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該

各号に定める書類を添付しなければならない。

⑴ 第４条第１項第１号に掲げる事業 次に掲げる書類

ア 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年

法律第１０４号）第１０条の規定による届出書の写し

イ 危険住宅の除却工事の請負に係る内訳及びその根拠となる契

約書等の写し

ウ 危険住宅の除却後の跡地の写真

工 第５条第１号及び第２号に掲げる経費の領収書の写し

オ その他町長が必要があると認める書類

⑵ 第４条第１項第２号に掲げる事業で新規住宅を購入又は改修す

る場合 次に掲げる書類

ア 前号アから工までに掲げる書類

イ 新規住宅の写真

ウ 住所変更後の住民票

工 新規住宅の売買契約書の写し

オ 新規住宅の購入及び改修に要する費用の領収書の写し

力 新規住宅の購入のために土地を購入した場合にあっては、当

該土地の売買契約書の写し及び登記事項証明書

キ 借入金の利率及び利子総額を証する金融機関の証明書

ク その他町長が必要があると認める書類

⑶ 第４条第１項第２号に掲げる事業で新規住宅を建設する場合

次に掲げる書類

ア 前号アからウまでに掲げる書類

イ 第５条第３号に掲げる経費の領収書の写し

ウ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第４項の確認

済証の写し

工 建築基準法第７条第５項の検査済証の写し

オ 新規住宅の建設の工事請負契約書の写し

力 新規住宅の建設に要する費用の領収書の写し

キ 新規住宅の建設のために土地を購入した場合にあっては、当

該土地の売買契約書の写し及び登記事項証明書

ク 借入金の利率及び利子総額を証する金融機関の証明書

ケ その他町長が必要があると認める書類

（補助金の額の確定）

第１５条 町長は、実績報告書の提出を受けた場合において、報告書等



の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、その報告に

係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した

条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたと

きは、岬町がけ地近接等危険住宅移転事業補助金確定通知書（様式第

１２号。以下「確定通知書」という。）により、補助事業者に通知す

るものとする。

（交付の請求）

第１６条 補助事業者は、確定通知書を受けた場合において、補助金の

交付を受けようとするときは、岬町がけ地近接等危険住宅移転事業

補助金交付請求書（様式第１３号）を町長に提出しなければならない。

２ 町長は、前項の規定による請求を受けたときは、速やかに補助金を

交付するものとする。

（交付の決定の取消し）

第１７条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことが

できる。

⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。

⑵ 補助金を他の用途に使用したとき。

⑶ 町長の承認を受けずに補助事業を変更し、中止し、若しくは廃止

し、又は補助事業の遂行の見込みがないとき。

⑷ 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したと

き。

⑸ 町長の指示に従わないとき。

⑹ この要綱及び関係法令に違反したとき。

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定が

あった後においても適用があるものとする。

３ 町長は、交付の決定の全部又は一部を取り消すときは、交付決定取

消通知書により、補助事業者に通知するものとする。

（補助金の返還）

第１８条 町長は、前条の規定により交付の決定の全部又は一部を取

り消した場合において、既に補助金が交付されているときは、岬町が

け地近接等危険住宅移転事業補助金返還命令書（様式第１４号）によ

り、補助事業者に期限を決めて返還を命ずるものとする。

（立入検査等）

第１９条 町長は、補助金の執行の適正を期し、補助事業の円滑な推進

を図るため、補助事業者に報告を求め、又は補助事業者の承諾を得た

上で、町職員に補助対象住宅等に立ち入らせ、現況等の調査若しくは

帳簿、書類その他の物件を検査させ、又は関係者に質問等をさせるこ

とができる。

（書類の保存）



第２０条 補助事業者は、補助事業の遂行状況に関する書類及び帳簿

等の関係書類を補助金を交付した日の属する会計年度の翌年度から

起算して５年間保存しなければならない。

（補則）

第２１条 この要綱に定めるもののほか、補助金に関し必要な事項は、

町長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和６年５月１日から施行する。


